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親会社名　　   （株）日立製作所　     （コード番号：　6501） 親会社における当社の株式保有比率：　52.3　％

１. 12年 3月期の連結業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）

(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 359,119 △ 6.1 15,532 47.9 9,968 32.2

11年 3月期 382,264 △ 12.2 10,499 △ 49.6 7,541 △ 56.8

          当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 6,077 203.7 16.15 16.09 3.2 2.5 2.8

11年 3月期 2,001 △ 75.7 5.32 - 1.1 1.9 2.0

(注)①持分法投資損益 12年 3月期    △335 百万円          11年 3月期    △347 百万円

     ②有価証券の評価損益 33,765 百万円 デリバティブ取引の評価損益 374 百万円

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 411,551 195,537 48.4 523.56

11年 3月期 393,600 186,168 48.1 494.58

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 34,600 △ 22,696 △ 11,065 34,733

11年 3月期 - - - -

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  40　社   持分法適用非連結子会社数　1　社   持分法適用関連会社数　6　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）6　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　5　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）

　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益
百万円 百万円 百万円

中間期 192,000 8,000 3,000

通　　期 390,000 17,000 6,500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   17 円 41 銭 
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１．企業集団の状況１．企業集団の状況１．企業集団の状況１．企業集団の状況（平成 12 年 3 月 31 日現在）
　製　造　会　社　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　販　売　会　社　等　製　造　会　社　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　販　売　会　社　等　製　造　会　社　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　販　売　会　社　等　製　造　会　社　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　販　売　会　社　等

－連結子会社　14 社－
日立電線商事㈱
日立電線販売㈱
日立ｹｰﾌﾞﾙｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱
茨日電線商事㈱
中日電商㈱
北海日立電線機販㈱
㈱東立商会
日伸産業㈱
関西ハイエレック㈱
関西ハイメタル㈱
多々良電気工業㈱
日仙電線商事㈱
吉見工業㈱
Hitachi Cable America Inc.
－非連結子会社　4社－
東日商事㈱
　他 3社
－関連会社　3社－
＊松本電業㈱
　他２社

電線電線電線電線・ケーブル事業・ケーブル事業・ケーブル事業・ケーブル事業
－連結子会社　11 社－
東日電線㈱
京三電線㈱
花島電線㈱
日立線材㈱
上海日立電線有限公司
Hitachi Cable (Johor) Sdn. Bhd.
Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd.
Thai Hitachi Enamel Wire Co., Ltd.
Hitachi Cable Manchester Inc.
Hitachi Bangkok Cable Co., Ltd.
ConEx Cable, Inc.
－非連結子会社　4社－
Hitachi Cable Philippines, Inc.
　他 3 社
－関連会社　4社－
＊協立ハイパーツ㈱
＊日立製線㈱
＊日本製線㈱
　他 1社

情報情報情報情報・エレクトロニクス事業・エレクトロニクス事業・エレクトロニクス事業・エレクトロニクス事業
－連結子会社　3社－

機器機器機器機器・工事事業他・工事事業他・工事事業他・工事事業他
－連結子会社　10 社－

日立電線
㈱

注）
　
　
　
　
　
　
客

㈱キツダ

日立電線ネットワークシステムズ㈱

Kitsuda (Malaysia) Sdn. Bhd.

－非連結子会社　2社－

㈱川西工業
　他 1社

（注）
　　　　製品の
　　　　流れ
伸銅品事業伸銅品事業伸銅品事業伸銅品事業
－連結子会社　2社－

日立アロイ㈱

日立伸材㈱

－非連結子会社　2社－

＊Bangkok Metal Industry Co., Ltd.

　他 1 社
－関連会社　1社－
奥田金属㈱
当社の連結子会社である東日電線㈱は、平成 12 年 4
吸収合併し、商号を「東日京三電線㈱」に変更いたし
東北ゴム㈱
日立電線物流㈱
日立電線パワーシステムズ㈱
日立電線加工㈱
日立電線木工㈱
日立電線エフエム㈱
日立電線機器㈱
日立電線ポリテック㈱
日立電線エンジニアリング㈱
Hitachi Cable Indiana, Inc.

－非連結子会社　7社－
　㈱高磯工業所
　他 6社
－関連会社　7社－
＊Thai Wire & Cable Services Co., Ltd.
＊Oxford Wire & Cable Services, Inc.
　他 5 社
2

月 1 日付で、同じく当社の連結子会社である京三電線㈱を
ました。

　＊ は持分法
　　 適用会社
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２．経　営　方　針２．経　営　方　針２．経　営　方　針２．経　営　方　針

　(1) (1) (1) (1) 会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針
当社グループは、来るべき 21 世紀においても継続的成長を実現していくために、「経営品質の向上」

を図ることを経営の基本方針としております。これは、メガ・コンペティションの企業環境の下におい
て、徹底した顧客重視、品質重視の考え方を基本に、経営の諸要素の質を向上させることによって、お
客様が真に望む製品・サービスを提供できる経営システムを構築することが今後の業容拡大の必須条件
であると考えるからであります。

　(2) (2) (2) (2) 会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針
当社グループは、経営体質の強化及び今後の事業展開などを考慮しつつ、安定配当を継続実施するこ

とを利益配分の基本方針としております。
　(3) (3) (3) (3) 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

当社グループの当面の課題は、厳しい内外の市場環境の中で、グローバルな企業競争力を高めていく
ことであります。
この課題に対応するため、当社では、エレクトロニクス等の成長分野への経営資源のシフトと従来製

品分野のスリム化を主眼とした中期経営計画を昨秋、策定しました。その主な内容は、次のとおりです。
今後、需要の伸びが期待できる光関連製品、電子部品・材料、情報伝送システム製品等のエレクトロ

ニクス関連製品部門に、資金、人材等の経営資源を他部門からスピーディーにシフトすることにより、
当該部門における当社グループの優位性を一層強化するとともに、エレクトロニクス関連製品以外の従
来製品部門については、設備投資の大幅な圧縮、人員の削減等を通じて、徹底的にスリム化して、収益
力を確保していく所存です。さらに、従来製品部門の戦力低下を防止するために、他社とのアライアン
ス（業務提携）及びグループ内関係会社の再編等も積極的に進めていきます。
当社グループでは、これらの施策の確実かつ迅速な実行を通じて、グローバルな企業競争力の向上に、

グループ一丸となって努力していく所存です。
　　　　(4) (4) (4) (4) 会社の経営管理組織の整備等に関する施策会社の経営管理組織の整備等に関する施策会社の経営管理組織の整備等に関する施策会社の経営管理組織の整備等に関する施策

当社では、本年 2月に、組織的にも、それぞれの事業が置かれた市場環境に、これまで以上に機動的
に対応できるよう、事業本部長の責任と権限を明確にした事業本部制を導入しました。各事業本部長は、
それぞれの区処の連結子会社についても、経営責任を負うこととしており、これにより、当社グループ
全体の経営効率アップを図ることとしています。

　　　　(5) (5) (5) (5) 親会社との関係に関する基本方針親会社との関係に関する基本方針親会社との関係に関する基本方針親会社との関係に関する基本方針
当社の親会社は、株式会社日立製作所（平成 12 年 3 月 31 日現在の当社普通株式持株比率 52.3％（間

接保有 1.1％を含む。））であります。当社は、日立グループの一員として、同社との研究開発面等を中
心とした協力関係を今後とも維持･強化していきたいと考えております。

３．経　営　成　績３．経　営　成　績３．経　営　成　績３．経　営　成　績

　　　　(1) (1) (1) (1) 当期の概況当期の概況当期の概況当期の概況
当期におけるわが国経済は、企業の設備過剰感が依然として解消されず、民間設備投資が総じて低迷

しましたほか、個人消費も、雇用・所得環境の厳しさから停滞を余儀なくされ、政府の景気対策にもか
かわらず、回復感の乏しい状況が続きました。
このような経営環境の下にありまして当社グループの業況は、化合物半導体や半導体パッケージ材料、
光デバイスなどの先端分野製品が伸長しましたが、電線・ケーブル及び工事部門が低迷し、さらには製
品価格下落の影響も受けるところとなりました。その結果、当期における売上高は 3,591 億 19 百万円
と、前期に比べ 6％下回りました。しかしながら、利益面では、上記の先端分野製品が好調だったこと
に加え、グループ関係会社による不採算製品分野からの撤退などのリストラ策の実施効果もあって、経
常利益は前期比 32％増の 99 億 68 百万円を、当期純利益は前期比 204％増の 60 億 77 百万円をそれぞれ
計上することができました。
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以下、セグメント別に業績の概況をご報告いたします。

電線電線電線電線・ケーブル事業・ケーブル事業・ケーブル事業・ケーブル事業
電子機器用電線は、情報関連機器向けの需要の増加により、伸長しましたが、電力ケーブルは、電

力会社及び建設業向けの需要の低下と価格下落を反映して、前期を大きく下回りました。通信ケーブ
ルにつきましては、光ファイバケーブルが順調に推移しましたが、銅通信ケーブルの需要が減少し、
全体では前期並の水準に止まりました。また、アルミ線は前期を大幅に下回るとともに、銅裸線も低
調でした。
この結果、当セグメントの売上高は 1,544 億 36 百万円となり、前期を 8％下回りました。

情報情報情報情報・エレクトロニクス事業・エレクトロニクス事業・エレクトロニクス事業・エレクトロニクス事業
半導体パッケージ材料につきましては、好調な半導体需要に支えられ、ＴＡＢテープキャリアが順

調に売上げを伸ばしましたため、前期を上回るところとなりました。また、化合物半導体は、移動体
電話の受発信デバイス用などの需要が非常に旺盛で、引き続き活況を呈しました。一方、ＣＡＴＶ、
携帯電話基地局等の情報伝送システム関係は、期前半の落ち込みが大きく、前期の実績を下回りまし
た。
この結果、当セグメントの売上高は、前期比 5％増の 886 億 5 百万円となりました。

伸銅品事業伸銅品事業伸銅品事業伸銅品事業
銅条は、半導体向けの需要が急増したため、前期を大きく上回ることができました。一方、銅管は、

エアコンメーカーによる在庫調整と円高により振るわず、電気用伸銅品も、民間設備投資の低迷の影
響を強く受け、低調の裡に推移しました。
この結果、当セグメントの売上高は 510 億 10 百万円となり、前期に比べ、4％下回る結果に終わり
ました。

機器機器機器機器・工事事業他・工事事業他・工事事業他・工事事業他
端末加工付電線は、パソコン関連需要の伸び等により順調でありましたほか、ゴム製品も前期並み

の実績を上げました。しかしながら、地中送電線工事や架空送電線工事は、大型案件の減少に伴い、
大幅な落ち込みを余儀なくされたのをはじめ、電線・ケーブル用付属品も低調でした。
この結果、当セグメントの売上高は 902 億 51 百万円となり、前期を 13％下回りました。

(2) (2) (2) (2) 次期の見通し次期の見通し次期の見通し次期の見通し
　①　業績の見通し

当面のわが国経済をみますと、生産性向上を目的としたＩＴ（情報技術）関連投資が民間設備投資の
回復を先導していくことが期待される反面、これまで景気を支えてきた公共事業が財政面の制約から減
少することが懸念され、個人消費も回復の動きが鈍いなど、依然としてマイナス要因も数多く見られま
す。また、当電線業界におきましては、需要が一段と低迷する中で、欧州・アジアメーカーの参入によ
る競争の激化もあり、当社グループを取り巻く環境は、引き続き極めて厳しいことが予想されます。
このような中、当社は、中期経営計画を強力に推進していくことによって、当社グループ全体の業績

向上を図ってまいります。
次期の業績（通期）は、売上高 3,900 億円、経常利益 170 億円、当期純利益 65 億円となる見通しで

す。
　②　退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の償却について

退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異は、約 81 億円でありますが、当社グループでは、これ
を次期に一括償却する予定であります。
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４．４．４．４．連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度 増          減

　　科　　　　　　　目 （平 11.3.31 現在) （平 12.3.31 現在)

〔　 資　産　の　部　 〕

　流 動 資 産 ２１７，９５３ ２１９，５７２ １，６１９

　　　現 金 及 び 預 金 ３２，３９３ ２５，２８２ △７，１１１

　　　受取手形及び売掛金 １１４，２０７ １０８，００１ △６，２０６

　　　有 価 証 券 １９，５４６ ２４，９９０ ５，４４４

　　　棚 卸 資 産 ４７，７５７ ５２，２８３ ４，５２６

　　　繰 延 税 金 資 産         ― ２，２３９ ２，２３９

　　　その他の流動資産 ４，９９４ ７，５１６ ２，５２２

　　　貸 倒 引 当 金 △９４４ △７３９ ２０５

　固 定 資 産 １７３，９７４ １８７，３９７ １３，４２３

有 形 固 定 資 産 １３５，３４６ １４２，６６０ ７，３１４

　建　　　　　　物 ４２，１９３ ４５，４２４ ３，２３１

　構 築 物 ４，１１５ ３，９０２ △２１３

　機 械 装 置 ６４，１８９ ６５，８２４ １，６３５

　車 両 運 搬 具 ４５７ ４９８ ４１

　工 具 器 具 備 品 ８，３１８ ８，００５ △３１３

　土　　　　　　地 １２，２１２ １２，８２３ ６１１

　建 設 仮 勘 定        ３，８６２ ６，１８４ ２，３２２

無 形 固 定 資 産 ９４６ １，７１０ ７６４

　施 設 利 用 権 等        ９４６ １，７１０ ７６４

繰 延 税 金 資 産         ― ９，０５４ ９，０５４

投 資 等 ３７，７１１ ３４，６２７ △３，０８４

　　　貸 倒 引 当 金         △２９ △６５４ △６２５

為 替 換 算 調 整 勘 定 １，６７３ ４，５８２ ２，９０９

 資  産  合  計 ３９３，６００ ４１１，５５１ １７，９５１
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度  増          減

　　科　　　　　　　目 （平 11.3.31 現在) （平 12.3.31 現在)

〔　 負　債　の　部　 〕

　流  動  負  債 １０２，２２３ １１４，０５８ １１，８３５

　　支払手形及び買掛金 ３１，９３４ ３４，４３１ ２，４９７

　　短 期 借 入 金 ４２，６６７ ５１，２３９ ８，５７２

　　その他の流動負債 ２７，６２２ ２８，３８８ ７６６

　固 定 負 債 ９８，２６１ ９４，２５３ △４，００８

社 債 ３７，７９８ ３７，７９８ ―

長 期 借 入 金 １４，４５０ １３，６１０ △８４０

退 職 給 与 引 当 金 ３７，４６７ ３３，７５１ △３，７１６

繰 延 税 金 負 債 ― ７５ ７５

その他の固定負債 ８，５４６ ９，０１９ ４７３

　負  債  合  計 ２００，４８４ ２０８，３１１ ７，８２７

　少 数 株 主 持 分 ６，９４８ ７，７０３ ７５５

  〔　 資　本　の　部　 〕

　資 本 金 ２５，９４０ ２５，９４０ ―

　資 本 準 備 金 ２９，７６５ ２９，７６５ ―

　連 結 剰 余 金 １３０，４６５ １３９，８４６ ９，３８１

自 己 株 式 △３ △１５ △１２

　資  本  合  計 １８６，１６８ １９５，５３７ ９，３６９

　負債、少数株主持分
　及 び 資 本 合 計

３９３，６００ ４１１，５５１ １７，９５１
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５．５．５．５．連結損益計算書連結損益計算書連結損益計算書連結損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

   科　　　　　　　目
前連結会計年度（Ａ）
平 10.4. 1 から
平 11.3.31 まで

当連結会計年度（Ｂ）
平 11.4. 1 から
平 12.3.31 まで

Ｂ／Ａ（％）

　売　　　　上　　　　高 ３８２，２６４ ３５９，１１９ ９４

　売 上 原 価 ３１５，４４７ ２８８，２９６ ９１

　販売費及び一般管理費 ５６，３１８ ５５，２９１ ９８

　営 業 利 益 １０，４９９ １５，５３２ １４８

　営 業 外 収 益 ４，８８２ ３，５１６ ７２

　営 業 外 費 用 ７，８４０ ９，０８０ １１６

　経 常 利 益 ７，５４１ ９，９６８ １３２

　特 別 利 益 ― ３，５３５ ―

　（有 価 証 券 売 却 益         ） （―） （３，５３５） （―）

　特 別 損 失 ９７７ ３，４９８ ３５８

　(適格退職年金過去勤務費用償却額) （９７７） （２，３２７） （２３８）

　（事 業 整 理 損 失         ） （―） （５２４） （―）

　（貸倒引当金繰入額         ） （―） （６４７） （―）

税金等調整前当期純利益 ６，５６４ １０，００５ １５２

　法人税､住民税及び事業税 ４，５４８ ４，３５９ ９６

　法人税等調整額（減算） ― △２０２ ―

　少数株主利益       （減算） １５ ― ―

　少数株主損失       （加算） ― ２２９ ―

　当 期 純 利 益 ２，００１ ６，０７７ ３０４

６．６．６．６．連結剰余金計算書連結剰余金計算書連結剰余金計算書連結剰余金計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

項　　　　　　　目
前連結会計年度
平 10.4. 1 から
平 11.3.31 まで

当連結会計年度
平 11.4. 1 から
平 12.3.31 まで

増　　 　　減

　連 結 剰 余 金 期 首 残 高 １３２，６２４ １３０，４６５ △２，１５９

　過 年 度 税 効 果 調 整 額            ― １０，８１８ １０，８１８

　連 結 剰 余 金 減 少 高 ４，１６０ ７，５１４ ３，３５４

　　配　　　　当　　　　金 ３，７７２ ３，７６４ △８

　　取　締　役　賞　与　金 ３８８ ３３６ △５２

　　連結範囲拡大に伴う減少 ― １，０１７ １，０１７

　　自 己 株 式 消 却 額           ― ２，３９７ ２，３９７

　当 期 純 利 益 ２，００１ ６，０７７ ４，０７６

　連 結 剰 余 金 期 末 残 高 １３０，４６５ １３９，８４６ ９，３８１
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７．連結キャッシュ７．連結キャッシュ７．連結キャッシュ７．連結キャッシュ・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書
　　(単位：百万円)

科　　　　　　　　　　目
当連結会計年度
平11．4． 1　から
平12．3．31　まで

［営業活動によるキャッシュ［営業活動によるキャッシュ［営業活動によるキャッシュ［営業活動によるキャッシュ・フロー］・フロー］・フロー］・フロー］

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
減 価 償 却 費
有 価 証 券 売 却 益
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
支 払 利 息
為 替 差 損
売 上 債 権 の 減 少 額
棚 卸 資 産 の 増 加 額
仕 入 債 務 の 増 加 額
そ 　 の 　 他

10,005
22,991
△3,535
△1,039
2,143
2,668
6,206
△4,526
2,497
683

小 　 　 　 計 38,093

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

1,039
△2,108
△2,424

　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ・フロー合計・フロー合計・フロー合計・フロー合計 34,600

［投資活動によるキャッシュ［投資活動によるキャッシュ［投資活動によるキャッシュ［投資活動によるキャッシュ・フロー］・フロー］・フロー］・フロー］

有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
投資有価証券の取得による支出
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
そ 　 の 　 他

△132
3,988
△3,818
△23,212

887
△409

　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ・フロー合計・フロー合計・フロー合計・フロー合計 △22,696

［財務活動によるキャッシュ［財務活動によるキャッシュ［財務活動によるキャッシュ［財務活動によるキャッシュ・・・・フロー］フロー］フロー］フロー］

短 期 借 入 金 純 減 少 額
長 期 借 入 金 に よ る 収 入
長期借入金の返済による支出
親会社による配当金の支払額
少数株主への配当金の支払額
自己株式消却のための支出

△3,576
612

△1,835
△3,764
△105
△2,397

　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ・フロー合計・フロー合計・フロー合計・フロー合計 △11,065

　　現金及び現金同等物に係る換算差額　　現金及び現金同等物に係る換算差額　　現金及び現金同等物に係る換算差額　　現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,399

　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △1,560

　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 33,830

　　新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額　　新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額　　新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額　　新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額 2,463

　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高　　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 34,733

(注) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

項　　　　　目 平12.3.31現在

　現 金 及 び 預 金 勘 定 25,282

　預 入 期 間 が ３ ヵ 月 を 超 え る 定 期 預 金 △4,248

　取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資 13,699

　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 34,733
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８．連結財務諸表作成の基本となる事項８．連結財務諸表作成の基本となる事項８．連結財務諸表作成の基本となる事項８．連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
連 結 子 会 社
東日電線㈱、京三電線㈱、花島電線㈱、東北ゴム㈱　他 36 社
（うち新規）　㈱東立商会、吉見工業㈱、上海日立電線有限公司、Thai Hitachi Enamel Wire Co.,

Ltd.、Hitachi Bangkok Cable Co., Ltd.、Hitachi Cable America Inc.
　（注）東日電線㈱と京三電線㈱とは、平成 12 年 4 月 1 日付で合併し、東日京三電線㈱となりました。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用会社（非連結子会社　1社、関連会社　6社）
協立ハイパーツ㈱、日立製線㈱、日本製線㈱　他　 4 社
（除　　外）　㈱東立商会、吉見工業㈱、Thai Hitachi Enamel Wire Co., Ltd.、

Hitachi Bangkok Cable Co., Ltd.、Hitachi Cable America Inc.

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、上海日立電線有限公司、Thai Hitachi Enamel Wire Co., Ltd.、
Hitachi Cable Manchester Inc.、Hitachi Cable Indiana, Inc.、ConEx Cable, Inc.、
Hitachi Bangkok Cable Co., Ltd. 及び Hitachi Cable America Inc.の決算日は、平成 11 年 12 月 31 日
であります。連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸表を使用し、平成 12 年 3 月 31 日まで
の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
 (1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品、主要材料及び副材料……総平均法に基づく低価法
　製品、仕掛品及び主要材料の評価方法及び評価基準は、従来、後入先出法に基づく低価法（洗い
替え方式）によっておりましたが、当連結会計年度から総平均法に基づく低価法（切り放し方式）
に変更しております。
　なお、この変更が経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は、軽微であります。

有 価 証 券 及 び 投 資 有 価 証 券                ……移動平均法により評価しており、取引所の相場のある株式
については、低価法によっております。

(2)  重要な減価償却資産の減価償却方法
①　有形固定資産
　建物及び建物附属設備           …… 法人税法に基づく定額法
　そ　　　　の　　　　他…… 法人税法に基づく定率法

②　無　形　固　定　資　産…… 法人税法に基づく定額法
(3)　重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に定める繰入限度額（法定繰
入率）を計上しているほか、特定の債権については債権の回収可能性を勘案し
て計上することとしております。

退職給与引当金……退職金の支出に備えるため、主として期末における会社都合要支給額から適格
退職年金で補填される金額を控除した額を計上しております。なお、役員につ
いても併せて計上しております。

(4)　重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。
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６．連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、発生日以後 5年間の均等処理を行っております。但し、金額に重要性
がない場合には、発生会計年度に全額償却しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結会計年度中において確定した利益処分に基づいております。

８．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
当期における支払リース料は 1,128 百万円、未経過リース料当期末残高相当額は 2,299 百万円でありま
す。

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３
ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（連結貸借対照表に係る注記）（連結貸借対照表に係る注記）（連結貸借対照表に係る注記）（連結貸借対照表に係る注記）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔当連結会計年度末〕
　１．有形固定資産減価償却累計額　　　　　　289,398 百万円

　２．保証債務（保証予約を含む。） 　　　　　　5,269 百万円

　３．自己株式の数　　　　　　　　　　　　　　17,754 株
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９．９．９．９．セグメント情報セグメント情報セグメント情報セグメント情報

 (1) 事業種類別セグメント情報
    前連結会計年度 (平 10.4.1から平 11.3.31まで)　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

電線･ｹｰ
ﾌﾞﾙ事業

情報・ｴﾚｸ
ﾄﾛﾆｸｽ事業

伸銅品
事　業

機器･工事
事業他

計 消去又
は全社

連　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　上　高

 (1)外部顧客に対する売上高 167,152 83,992 50,900 80,220 382,264 - 382,264

 (2)セ グ メ ン ト 間 の
　　内部売上高又は振替高 - - 2,091 23,340 25,431 (25,431) -

計 167,152 83,992 52,991 103,560 407,695 (25,431) 382,264

　　営 業 費 用 159,898 83,349 55,405 98,556 397,208 (25,443) 371,765

　　営 業 利 益 7,254 643 △2,414 5,004 10,487 12 10,499

Ⅱ．資産、減価償却費及び
　　資本的支出
　　資　　　産 160,868 81,845 46,329 68,551 357,593 36,007 393,600

　　減価償却費 9,802 7,992 3,940 2,772 24,506 - 24,506

　　資本的支出 10,357 10,779 2,795 4,084 28,015 - 28,015

　　当連結会計年度（平11.4.1から平12.3.31まで） 　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）
電線･ｹｰ
ﾌﾞﾙ事業

情報・ｴﾚｸ
ﾄﾛﾆｸｽ事業

伸銅品
事　業

機器･工事
事業他

計 消去又
は全社

連　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　上　高

 (1)外部顧客に対する売上高 154,436 88,605 48,716 67,362 359,119 - 359,119

 (2)セ グ メ ン ト 間 の
　　内部売上高又は振替高 - - 2,294 22,889 25,183 (25,183) -

計 154,436 88,605 51,010 90,251 384,302 (25,183) 359,119

　　営 業 費 用 147,290 85,445 49,605 86,394 368,734 (25,147) 343,587

　　営 業 利 益 7,146 3,160 1,405 3,857 15,568 (36) 15,532

Ⅱ．資産、減価償却費及び
　　資本的支出
　　資　　　産 167,562 90,952 48,147 69,045 375,706 35,845 411,551

　　減価償却費 9,506 7,967 3,141 2,377 22,991 - 22,991

　　資本的支出 7,399 9,027 1,911 5,021 23,358 - 23,358

　（注）事業区分の方法
　　　　　事業区分は、当社製品等の製造方法・製造過程等並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮
　　　　してセグメンテーションしております。

事　業　区　分 主　　要　　製　　品　　等
電線・ケーブル事業 電線・ケーブル
情報・エレクトロニクス事業 半導体パッケージ材料、化合物半導体、

情報伝送システム製品
伸銅品事業 伸銅品
機器・工事事業他 電線・ケーブル用機器・工事、ゴム製品他
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 (2) 所在地別セグメント情報
前連結会計年度(平10.4.1から平11.3.31まで）及び当連結会計年度(平11.4.1から平12.3.31まで）に
ついては、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割
合がいずれも90%を超えているため、記載を省略しました。

 (3) 海外売上高
　　前連結会計年度（平10.4.1から平11.3.31まで）

アジア 北　米 その他 計
Ⅰ．海　外　売　上　高 百万円

51,952
百万円

32,537
百万円

13,047
百万円

 97,536
Ⅱ．連　結　売　上　高 百万円

382,264
Ⅲ．海外売上高の連結
　　売上高に占める割合

　　　％
　13.6

　　　％
　 8.5

　　　％
　 3.4

　　　 ％
　 25.5

　　当連結会計年度（平11.4.1から平12.3.31まで）
アジア 北　米 その他 計

Ⅰ．海　外　売　上　高 百万円
62,180

百万円
28,369

百万円
9,819

百万円
100,368

Ⅱ．連　結　売　上　高 百万円
359,119

Ⅲ．海外売上高の連結
　　売上高に占める割合

　　　％
  17.3

　　　％
   7.9

　　 ％
  2.7

　　　 ％
   27.9

（注）1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　2.各区分に属する主な国又は地域
　　　　(1)　アジア……韓国、台湾、タイ、シンガポール
　　　　(2)　北　米……米国、カナダ
　　　3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

10101010．有価証券の時価等．有価証券の時価等．有価証券の時価等．有価証券の時価等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

当連結会計年度（平 12.3.31 現在）

　種　　　　　類 連結貸借対照表
計　　上　　額

時　　価 評価損益

(1) 流動資産に属するもの
株　　　式 9,250 39,539 30,288
債　　　券 30 30 -
小　　　計 9,280 39,569 30,288

(2) 固定資産に属するもの
株　　　式 3,110 6,587 3,477
小　　　計 3,110 6,587 3,477
合　　　計 12,390 46,157 33,765

　　　（注）１．時価等の算定は、東京証券取引所における最終価格等によっております。
　　　　　　２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額は、次のとおり
　　　　　　　　であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔当連結会計年度〕

　　　　　　　(1) 流動資産に属するもの　　　 　15,710 百万円

　　　　　　　(2) 固定資産に属するもの　　　　　7,493 百万円
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11111111．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

　　（通貨関連）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

当連結会計年度（平 12.3.31 現在）
種　　類 契　約　額　等 時　価 評価損益

区

分 うち１年超

為替予約取引
　売建
　　　米ドル 267 － 258 9
　買建
　　　米ドル 345 － 343 △1
　　　独マルク 93 － 88 △5

市
場
取
引
以
外
　　　英ポンド 85 － 87 1
合　　計 791 － 777 5

　　　（注）１．当連結会計年度末の時価は、先物為替相場によっております。

　　　　　　２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における

　　　　　　　　円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で

　　　　　　　　表示されているものについては、開示の対象から除いております。

　　（金利関連）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

当連結会計年度（平 12.3.31 現在）
種　　類 契　約　額　等 時　価 評価損益区　　分

うち１年超

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引
　受取固定・支払変動 15,950 15,950 430 430

市場取引
以　　外

　受取変動・支払固定 10,950 10,950 △60 △60
合　　計 26,900 26,900 369 369

　　（注）　時価の算定方法
　　　　　　金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。
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12121212．関連当事者との取引．関連当事者との取引．関連当事者との取引．関連当事者との取引

【親会社及び法人主要株主等】
関 係 内 容

属　性 会社等
の名称

住　所 資本金 事業の内容 議決権等の
被所有割合

役員の
兼務等

事業上の
関　　係

取引内容 取　引
金　額

科　目 期　末
残　高

売 掛 金

百万円

5,959当社製品
の 販 売

百万円

22,581

前 受 金 4

材料等の
購　　入 2,627

そ の 他
債　　務 236

5,309 未収入金 623

親会社 ㈱日立
製作所

東 京 都
千代田区

百万円

281,738 電気機械器
具の製造及
び販売

％

( 1.1)
52.5

兼　任
２　人

相互に製品
の取引関係
がある。

立 替 金

2,323
未 払 金
そ の 他 45

取引条件ないし取引条件の決定方針等
①　当社製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、決定
しています。

②　材料等の購入については、㈱日立製作所から提示された価格により、通常行われている価格を参考にし
て交渉の上、決定しています。

③　議決権等の被所有割合欄（　）内数字は、親会社の他の子会社（㈱日立ビルシステム他23社）による間
接所有割合で、内数であります。

13131313．重要な後発事象．重要な後発事象．重要な後発事象．重要な後発事象

当社は、本年4月24日開催の取締役会において、高圧電力用電線事業の現下の厳しい状況を打開するため、
住友電気工業㈱との間で同事業の包括的な提携の検討を進めていくことを決議いたしました。


